予算要求資料
平成２７年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：中小企業振興費
	事業名 【新】ＩＴものづくり等推進支援事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　商工労働部 情報産業課 情報産業係 電話番号：058-272-1111（内3112 ）

　　　　　　                       　E-mail：c11338@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　       　　　　10,500千円（前年度予算額：　　0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	10,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	10,500

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・情報通信技術（IT）は、あらゆる領域に活用される万能ツールとして、イノベーションを誘発する力を有しており、本県の基幹産業である製造業の生産プロセスの高度化や製品の高機能化をはじめ、サービス産業、医療福祉、農林水産業等の生産性向上など、様々な産業の発展に貢献するものである。
・また、ITとものづくり等が融合し、あらゆる「モノ」「コト」「ヒト」がインターネットを介してつながるIoT社会の到来や、三次元製造装置（3Dプリンタ）の小型化、低廉化等によるデジタル製造技術の高度化や利用範囲の拡大に向け、今後ますます成長が見込まれる技術分野である。
・こうした中、「ぎふIT・ものづくり協議会（以下、「協議会」）」では、IT産業とものづくり産業を中心に、産学官が連携した最新技術の情報収集、人材育成、異業種交流等を行い、企業経営の革新、経営体質の強化及び地域社会の活性化に取り組んでいる。
（２）事業内容

　　　協議会の活動から生まれた新たな技術開発シーズを具現化するため、IT産業、ものづくり産業、サービス産業等の異業種の会員企業で構成されるワーキンググループによる技術研究開発を支援することにより、ITとものづくり等が融合した付加価値の高い新商品・新サービスを創出し、参加企業の技術力・収益力の向上はもとより、新技術等を利活用する県民生活の向上、県内産業の成長及び雇用の拡大に寄与する。
【補助事業の概要】

1 対象者

ぎふIT・ものづくり協議会
　　　＜協議会の概要＞

	○設立目的

「ソフトピアジャパン」と「テクノプラザ」との協力体制を構築し、ＩＴ、ＶＲ、ナノテク、新素材、ロボット、航空宇宙分野等への新しい技術、高度な技術を活用した産業の発展及び推進に役立つ情報や技術の提供、人材育成、学術研究機関との交流を行うことにより企業経営の革新、経営体質の強化及び地域社会の活性化に貢献する。
○会員、役員等

（会員数）　正会員１２２社、賛助会員１６社（H26.6.10現在）
（会  費）　３万円／年
（主な会員企業の業種）　情報通信業、製造業、金融業、印刷業、
医薬品業、食品業、林業、鉱業　等
（主な役員）　顧問　古田　肇（岐阜県知事）
　　　　　　　　顧問　村瀬幸雄（岐阜県商工会議所連合会会長）
　　　　　　　　顧問　辻　　  正（(株)ｲﾝﾌｫﾌｧｰﾑ代表取締役会長）
　　　　　　　　会長　豊田良則（(株)VRﾃｸﾉｾﾝﾀｰ　元顧問）
　　　　　　　　理事　太田和男（川崎重工業株航空宇宙ｶﾝﾊﾟﾆｰ本部長）
　　　　　　　　その他、理事１７名、監事２名
（主な賛助会員）　朝日大学、大垣女子短大、IAMAS、大垣市等
（事務局）　（公財）ソフトピアジャパン
○主な事業内容

・講演会、セミナー等の開催
・人材育成研修等への助成、実践研修の開催
・会員異業種交流会
・先進企業、先進地域視察
・広報活動
○収支予算額（H26年度）
５，１１６千円
※主な収入（会費、前年度繰越金、研修等事業収入　等）


2 対象事業
協議会が異業種の会員企業で構成するワーキンググループを設置して取り組む、ITとものづくり等が融合した新商品・新サービスの創出に向けた技術研究開発。
3 補助対象経費

ワーキンググループの設置・運営費、ワーキンググループによる技術研究開発費
4 補助率・補助金額

　　　　補 助 率　：　１０／１０
補助金額　：　１０，５００千円
（３）県負担・補助率の考え方
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　　　　企業努力だけでは対応できない新たな技術を活用した新商品・新サービスの創出による県内産業の振興であり、県の支援が必要である。
（４）類似事業の有無
無
３　事業費の積算内訳
金額単位：千円

	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	10,500
	（ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ設置・運営費等）

・500千円（※内訳は事業のとおり）
（技術研究開発費）
・2,000千円×5件＝10,000千円

	合計
	10,500
	


（ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ設置・運営費の内訳）　　　　　　　　　　　　　　　　　　金額単位：千円

	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	人件費
	250
	（事務局員）1,040円/H×6H×40日×1人　　　　 ＝249,600円

	旅費
	108
	（費用弁償）777円×4人×2回                  ＝  6,216円

（業務旅費）5,053円(県内)×1人×5ｸﾞﾙｰﾌﾟ×4回 ＝101,060円

	報償費
	84
	（助成審査）10,500円×4人×2回               ＝ 84,000円

	消耗品費
	28
	（事務用品等）2,000円×12月                   ＝ 24,000円
（チラシ制作）10円×200枚×2回               ＝  4,000円

	会議費
	6
	（茶菓子代）540円×5人（内部委員含む）×2回  ＝  5,400円

	通信運搬費
	24
	（切手・電話等）2,000円×12月　　　　　　　　 ＝ 24,000円

	合計
	500
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　【長期構想】
　　　Ⅱ ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

　　　　１ モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域をつくる

　　　　　・ＩＴを活用した生産性の向上を支援する
Ⅲ 誰もが活躍できるふるさと岐阜県づくり

　　　　１ 若者が力を発揮できる地域をつくる

　　　　２ 女性が働きやすく、活躍できる地域をつくる
　　【岐阜県成長・雇用戦略】
　　　６ 戦略を推進するための基盤づくり

　　　　（１）企業誘致・設備投資

　　　　（２）新商品・新技術の研究開発
８ 雇用　
重要プロジェクト「誰もが活躍できる場の創出」
（２）県内企業等の声

・ソフトピアに若い人材が集まり活性化するための指導・支援は県に担っていただきたい。

・かつてソフトウェア開発の支援事業があった。復活を望む。

・異業種へ新たな提案や連携を働きかける際に研究開発等を支援する制度があるとありがたい。

・協議会の活動を活性化するため、交流から生まれた技術開発シーズを具現化するための支援をお願いしたい。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　協議会の活動から生まれた新たな技術開発シーズを具現化するため、IT産業、ものづくり産業、サービス産業等の異業種の会員企業で構成されるワーキンググループによる技術研究開発を支援することにより、ITとものづくり等が融合した付加価値の高い新商品・新サービスを創出し、参加企業の技術力・収益力の向上はもとより、新技術等を利活用する県民生活の向上、県内産業の成長及び雇用の拡大に寄与する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	ｿﾌﾄﾋﾟｱｼﾞｬﾊﾟﾝにおけるﾏｯﾁﾝｸﾞ連携件数
	17件  

（H25）
	（H  ）
	（H  ）
	17件  

（H25）
	50件  

（H30）
	34％


	商品化件数
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	2件
（H28）
	％
  


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	企業努力だけでは対応できない新たな技術を活用した新商品・新サービスの創出による県内産業の振興であり、県の支援が必要。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　県内産業の国際競争力強化・成長に向けた、IoT社会、デジタル製造技術の進化への対応が必要。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

付加価値の高い新商品・新サービスの創出に取り組む。



